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１．はじめに することになった．このプロジェクトが防災の研究者に

とって持つ意味は極めて大きい．第１に，「防災」研究

が科学技術立国を目指すわが国の重点研究創生分野の一

翼として位置付けられたことである．一般的にいえば，
科学技術が安全と安心の確立のために貢献することをわ

が国が強く希望するというメッセージが発せられていた

点である．第２に，年間32億円程度の競争的研究資金が

防災研究に保証されたことも大きな価値を持つ．第３に，
これがカスタマーニーズに端を発する研究資金であるこ

とである．社会の側が大震災による大都市の被害の軽減

を行うための技術開発を求めるという明確な達成目標が

明示されたことが新しい．第４に，ＩＢＯ方式のプロジェ

クト募集がなされていることである．肥０とは

Managementbyobjectiveの略で，成果主義的なマネジ

メントシステムで用いられる「目標の達成と追跡」の方

法である．今回のプロジェクトは「あらかじめ課題等を

設定して，研究開発を実施する機関を公募等により選定

する委託事業」と説明され，畑０にもとづいた制度設計

になっている．これまでは科学研究費補助金であれ，振

興調整費であれ，研究者側のイニシアティブによって研

究課題が設定され，ピアレピューによって採択が決まる

という方式がとられている．それに対して今回は，あら
かじめ設定された到達目標に達成できるだけの力を持つ

研究を選択する．この違いは一見わずかなものに見える
が，研究推進方法を根本から改革するほどのインパクト

を持ちうるものである．そして第５に，個々の研究者で
はなく，研究組織としての研究推進が求められている．

「大規模大震災被害軽減化プロジェクト」における重要

課題として，「大規模地殻構造調査研究」「震動台によ

る耐震性向上」「地震防災統合化研究」とならんで，

防災における情報の重要性を広く認識させたのは，

1995年に発生した兵庫県南部地震である．その後，内閣

府に移行した国土庁防災局をはじめとする中央官庁や，

地方自治体で防災情報システムが導入されるようになっ

た．導入の背景には「今回の過ちを二度と繰り返さな

い」という想いがある．地震災害は突発災害であり，す

ぺての災害対応活動は災害発生直後からしか始めること

ができないという制約が存在する．そのため地震災害発

生直後からの初動体制をいかに迅速化するか，有効化す

るかが災害対応活動の質を規定する重要な要因であると

いう認識が生まれた．災害発生直後の特徴の一つに「情

報空白期」がある．災害によって生まれた新しい現実を

認識するためには信頼性の高い情報を短期間に膨大に収

集・解析し，全体像を決像させる必要がある．しかし，

災害発生直後の混乱はそのための情報の収集と伝達を困

難なものにするために，情報空白期の存在は避けがたい．

そのため，情報空白期をいかに短縮できるかが重要な課

題となった．これらの経験を踏まえ，国や防災に熱心な

地方自治体をはじめさまざまな機関で現在までに災害対

応支援を目的とする情報システムの導入や災害対応訓練
がおこなわれてきた．

平成１４年度から文部科学省は総合科学技術会議の戦略

構想’)に沿って「新世紀重点研究創生プラン(Research

Renaissance2002)として，「ライフサイエンス」「情

報通信」「環境」「ナノテクノロジ－．材料」「防災」

の５分野を対象とした新規の大型研究プロジェクトを開

始した．防災分野では「大都市大震災被害軽減化」を目

標とした研究プロジェクトが，今後５年にわたって展開
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「災害対応戦略研究」があげられている．「災害対応戦
略研究」を形作る要素として，ルスキューロボット等
の高度な次世代防災インフラ構築」と並んで，「震災総
合シミュレーションシステムの開発」「大都市特性を反
映する先端的な災害シミュレーションの技術開発」，
「シミュレーション活用手法の開発」の３項目が具体的
な研究課題として設定されており，地麓防災にせまく限
定せずに，防災全般について効果的に「災害対応シミュ
レーション」を活用して，被害軽減を図ることが期待さ
れている．

「大都市大震災被害軽減化プロジェクト」が社会の要
請に対する防災研究を組織レベルで展開する「マーケッ

トインの防災」の嚇矢となるためには，少なくとも「災

害対応シミュレーション」を効果的に活用して被害軽減
が図れるようにするために，何をすぺきかが問われなけ
ればならない．達成すべき理想の姿はなにか，これまで

にどのような実績が蓄積されているのか，残された問題

点はなにか，今後どのような問題を解決すればいいのか，
についてプロジェクトに参加する研究者間で基本的な認

識の共有がなされることが，まず必要となる課題が中心
的な研究課題として設定されている．

コンピュータを使い災害時に発生する物理的な現象(家
屋の倒壊，避難行動等)の再現や疑似体験による防災力の

向上を図るためには非常に有効である．しかし，単なる

物理的現象の再現だけでは防災力を向上させるには十分

とは言えない．特に，研究対象を自治体の防災担当者に

限定したとき求められる能力とは，災害過程において発

生する様々な出来事に関して限られた時間内に，適切な

意思決定を迅速に行うことである．現在，防災分野にお

いてこの種の研究２)が進められているが，本研究では，
地震災害だけでなくあらゆる災害を対象とした災害対応

に共通に求められるさまざまな能力について分析を行い，

特に災害対応における意思決定を行うために必要とされ

る概念の抽出を行う．また，その能力の向上を図るため

の災害対応シミュレータの概念設計を行うことを目的と

する．

要するに，災害が発生したという知らせを受けて「何が
起きているのか」を知るためのシステムが構築されてき
たのである．前述したように，情報を把握することに主
眼がおかれているために，防災担当者などが行う意思決
定は自動的に状況把握さえできればできるものと考えら
れている．災害対応の現場ではいろんな場面で迅速かつ
的確な意思決定が要求される．そのため今後は，意思決
定を含めた防災情報システムの構築が必要である．

（２）災害シミュレーションシステム

地震などの災害発生直後の初動体制にあたり迅速かつ
的確な判断を行うための情報を提供する目的で現在多く
の災害シミュレーションシステムカi開発されている（表
I）．これらの推定結果は，被害状況などと合わせて災害
対応の意思決定を行うための判断材料として有効である．
ただ，あくまでも補助的な情報であり，最終的な決定は
判断する人の能力に依存している．

表１既存の災害シミュレーションシステム

÷ ■■野市･■■。▲的独■
2．災害対策の現状 （３）防災訓練

a）情報伝逮を目的とする防災訓練

自治体などでは防災担当者やその他関係機関を対象と

した防災訓練が毎年必ず数回，多いところでは十数回に

わたり行われている．しかしそのほとんどが，

（１）防災情報システム

阪神・淡路大震災では災害対応の初動体制の確立に問

題があったとの指摘を受け，発災直後に発生する情報空

白期において，迅速に被害状況を把握し，防災担当機関

が即時に初動体制を確立できるような支援を主眼とした

システムが構築されている．防災情報システムとは，自

治体によってその機能は異なるが，現在の防災情報シス

テムに共通する仕様は次のようになっている．平常時は，

危険とおもわれる個所に設置したカメラからの映像や，

土砂センサ・水位センサなどにより監視(定点監視システ
ム)を行い，危険個所や避難所などの各種情報を地図上に

表示(地理情報システム)させる．地震などの災害の発生

とともに職員を招集(災害対策支援システム)し，震源や
地震規模あるいは強震計の観測記録(観測情報収集システ
ム)をもとに，被害総鐘と発生位置を推定(被害予測シス
テム)する．それに加えて，被災地からの映像(被害状況
収集システム)によって被害状況や対応の状況について把

握する．これらの情報を対策本部の大画面モニター(映像
情報表示システム)や各地の端末のモニターに配信する．

情報収集・伝達訓練

職員参集訓練

消火訓練

避難訓練

端末の操作訓練

防災機器の操作訓練

●
●
■
●
●
●
 等

といった内容に限られる．中には，訓練のために綿密な

シナリオを作成して現実さながらの状況付与を行ってい

る場合もある．しかし，多くが与えられた情報について

地域防災計画や行動マニュアル等に記載された内容にで

きるだけ忠実にそして迅速に伝達していくことを目的と

した情報伝達訓練に終わっている．表２，表３に平成１３

年度兵庫県で行われた防災情報システムを用いた防災訓

練の一部を示す．
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システム名 開発･沮用主体 シミュレーションの対象
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■■■別ミクステム 砥麓全針 四■■､+方途
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図１危機管理演習の概要

これまでに行われた演習の実績

防災DII線の一覧表３
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ｂ）状況分析を必要とする防災訓練

Ｉ）河川情報センターによる国１１線

訓練手法のひとつに(財)河川情報センターが行ってい
るロールプレイング方式による危機管理演習３Ｍ)がある．

この訓練では，訓練を行う側(コントローラ)と訓練を受
ける側(プレーヤ)に分かれ，予め作成されたシナリオに

従い訓練を進める．プレーヤ側はコントローラ側から

次々に付与される被害状況に対して，情報の収集，選択，

判断，実行などのアクションを疑似体験する．時には，

プレーヤ側からコントローラ側に問合せをすることもあ

り，その場合もコントローラ側はシナリオに従いその時

点での状況に応じた回答(情報)を与える．また，災害対
策本部の設置に関する訓練や設置後の対応を中心とした

訓練など，どの段階から訓練をはじめるかは自由に設定

できる．訓練の規模はかなり大きく，プレーヤ側とコン

トローラ側を合わせて数百名が参加する場合もある．ロ

ールプレイング方式による危機管理演習の概要を図ｌに

示す．また，これまでに行われた主な演習の実績を表４

に示す．

Ⅱ）ＤＩＧによるDII線

図上訓練DIG(DisasterlmagmationGame)5)は自衛隊が行
う指揮所演習(CPX:CommandingPostExerCises)などのノ
ウハウを応用した地図と透明シートを用いて実際に地図

に書き込みを加えながら行う災害救助に関するブレイン

ストーミングである．この訓練の目的は，参加者が防災

に関する意識をたかめることにある．特徴としては，準

備が簡単で経費もさほどかからないことがあげられる．

また，地図へ直接書き込むことにより地域の特徴などを

イメージしや

先のロールプ

と規模は小さ

図ることができる．

機管理演習と比ぺる

（４）自治体における防災担当者数

災害発生時などの緊急時に対応の中心となるのは自治
体の防災担当者である．実際に名古屋市を除く愛知県下
87市町村(30市57町村)を対象におこなった防災担当者数
の調査結果を図２に示す．Ｘ軸には，集計上の都合によ

り専任の防災担当職員と兼任の防災担当職員の区別を行

うため，各市町村において防災に関わる専任職員を１人

配置している場合は１人と考え，兼任職員を１人配置し
ている場合は０．５人として計算を行った．Ｙ軸は，その

市町村数を表している．図２からもわかるように，愛知
県下の市町村では防災担当者が２名相当数より少ない場
合がほとんど(全体の７２％)であることがわかる．また，
市・町村別の専任職員数と兼任職員数の関係を表５，表６

に示す．職員の配置パターンとして，市では専任職員1

人と兼任職員２人の場合が７市(市全体の約２３％)，町村
においては専任職員を置かず兼任職員Ｉもしくは２人の

場合が各１５町村(町村全体の約５２％)となっているところ
が最も多い．このような結果からもわかるように市町村
に共通する事実は，

①防災担当者を置いていない市町村はない

②町村では専任の防災担当者を置いているところ(約
２５％)は少ない

ということである．今回は愛知県を例に紹介したが他の

都道府県でも同じような現状が推測される．しかし，

－４３－ 

EII疎をt士掛Iﾅる旧(シナリオ有り）
住民･自衛隊･戻安樫凹などの｢代

役｣としてプレーヤーに状況を与え．
醐碗を迅行させる。

A5丁

伽碗を受Iﾅる■(シナリオなし）
剛練災杏対筬本部のｽﾀｯﾌの
｢代役｣とLてコントローラから次J１

と与えられる状況に対し､組織
的'二活■h窪鹿別する

プレーヤーが与えらｵLろ役ａｎ
･奥呑対筑本部長･田本部長
.■■■ 
･民生部

･珊防部

･■亜駆

･情臼田Ｈ

･広■WＦ

などの各部長･遜艮及び各担当スタッ
フ

実施日 國練名 実施咀所 ◆■桓囲等 伍考

６月02日
六甲山系土砂風呑伯■
毎コ■■

戊百対策センター

ﾛ覚田企困ⅢＬ巳⑪■■
昼治山甸二砂防■、河
川民孟暁伍●幻二■鉦
指導里神戸・匠神向・
皮神北県民用及び■内エ
木事■所．■察毎

倍伊毎二票■

６月20日 尼■市旧8台防災■紐 尼■市
ロ、
王隊

尼山0市． ￣ロー■■－－－

９月4日 兵庫■防璽⑬全回■

貝百珂軍セン
ターー･明石市．西
毎■・巳■丘ご酵輿
畠点他

県．明石Tn．之拐■・立
垣由已ロ■及び■内市町

伍垣俵二面印

９月６日
｢防pqの日」呼粛■■
Ⅸ柱 災官対策センター 防世企回■二名県民周 ０円一■凸■■■旬⑤炉

９月28日 空山南酋回!⑬合■■ pUIO宙 丹玻已已巴己伍山市 ■■Ｐヨー■

１０月3日 琵鎬鐘醇
災扮伍

災官対旗センター
臣神北県民日．伊丹nJ．
'''百市．猪名川町．宝塚
市

■■毎■項■

11月08日

12月4日

台碩■

翼■対軍丹泣珀方本卸
堕nun合曰幻

中・■田■昼良民

丹璽二日■

中・■■■県
内４市２１■Ｔ

Ｂ已口ぴぜ

丹誠口■Ｂ･守日町、氷

－－ニー■■￣

生.￣圧一一一

３月5日 四星竝壇功口■、 淡路県民局
浪巴氏氏田．及び■内１
市１０町

３月10日
中招■・丙坦ロ泊ロＩ防
災対■輯誼坦■凸凹■

中缶■・wHD②廸凹
防災対■輯盆廸匝②

中播■・■価■碩艮田及
ぴぜ内全市BT・Ｉ､防本
旬・■寓居

伯哩停＝ｍ■

Ｎｏ． 年月 剛練対象災害 演習等名

１１ 1０．１ 地H1 都市区下型 (財)河川no報センター

２１ 10.12 木官 土砂災吝 ■殴大学校

３１ 1１．１ 水害 洪水災吝 危機管理研修

４１ 1１．５ 水害 土砂災害 洪水災害 速殴者同jIl局

５１ １１，１２ 水害 土砂災害 建設大学校

６１ 1２．１ 地丘 都市直下型 ヴーツ■■■￣車０￣

７１ 1２．１ 地広 都市肛下型 内因危把■辺センター

８１ 1２５ 水害 洪水災害 中部珀方泣坦且

９１ 1２６ 水害 洪水災吉 土砂災害 近路災官 中部幼方ｎ通巴

Ｃｌ 1２．７ 水呑 台風災官 土砂災杏 四国防災ﾄｯﾌﾟセミナー

１１ 1２９ 水呑 洪2k災害 土砂災官 東北地方■政局
２ 12.10 地波 南海沖地亜 五色地方亜政局

３１ 12.12 水呑 土砂災呑 丘一℃氏‐、子西八

４１ 02.12 水呑 洪水災害 九ｌ０１地方速放局

５１ 1３．１ 地屋 都市■下型 危機管理研修

６１ 1３．２ 水杏 洪水災客 中部地方旬no島

７１ 13.2 地臣 ９５市直下型 関東地方壁ｎ局

８１ 1ａ８ 水吝 台風辺＝ 洪水災害 中国地方堅働局

９１ 13.10 水吝 洪2k災呑 i上海溢血⑧局

201 1４．２ 地皮 都市■下型 近優地方壁ﾛ0局
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図２愛知県における防災担当者数

表５愛知県下30市における防災担当者数の内訳
兼任駁員数(人）
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表６愛知県下57町村における防災担当者数の内観
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5７ 

「災害は忘れたころにやってくる」といわれるように頻
繁に起るとは考えらない．そのため自治体の限られたリ

ソースの中から災害対応に専任の防災担当者を配置する

のは不可能である．結果，防災業務を兼任として担当す

ることになる．さらに，多くの自治体では数年毎に人事

異動があり担当者がかわるという問題を抱えている．こ

のような現実を考えたとしても，防災業務を兼任で担当

している防災担当者の災害対応能力の向上を図るために，

防災業務を支援するシステムの存在が重要になってくる
事がわかる．

2０ 150 

0 ０ 

:１Ｍｌｌ１Ｍ．"|認；
5:２９大雨洪水警報(愛知県西部)２２:04大雨洪水警報(愛知県金城）

図３名古屋での時間雨丘と累積雨丑

できるかである．避難勧告の発令時間(表７)を例にとっ
てみると，９月１１日１９時時点で名古屋の１時間雨量(図
３)6)がg0Imnを超え，さらに庄内川や天白川の水位が危
険水位を超えている現実を考慮した上で，「どういう処

置をとればいいのか」「将来どんなことがありそうか」

といった予想を行うことが必要である．しかし，規模の

小さい自治体では，先の調査結果から，ほとんど専任の
防災担当者がいない，かつ数年で担当者がかわるという

現実が明らかになった．防災担当といえども災害対応に

関しては素人同然である．このことを考慮すると,短時
間での意思決定を伴う災害対応は非常に困難であると考
えられる．

３．近年の災害に対する自治体の対応

（１）東海豪雨の事例

2000年９月に発生した東海豪雨による被害は死者・行

方不明者10名，床上床下浸水合わせて７万棟以上という

大きな被害となった．今回のような大雨等による水害の

特徴は，地震災害とは異なり災害の発生をある程度予測

できその対応によって，結果受ける被害が異なってくる

ことである．このような状況下で最も必要なのは，現在
起っている現実から必要とする情報をどれだけ早く抽出
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表８鳥取県西部地展，芸予地屋の主な災害対応

白■凶に肘L世士官垣
⑭津、■田
河内町へ母

１０月18日

（２）鳥取県西部地屡・芸子地震の事例

２０００年１０月６日に中国地方を襲った鳥取県西部地震

は，負傷者１８２人，家屋損壊約２万棟という大きな被害

をもたらした．震源地は鳥取県西部でマグニチュード

(Ｍ)7.3であった．また，2001年３月２４日に芸予灘を震

源にＭ6.7の地震が発生した．この地震では，先の阪

神・淡路大震災とほぼ同じ規模の地震であったにもかか

わらず震源が深かったために被害は比較的小さくすんだ．

死者２人，負傷者287人，家屋損壊約５万等の被害を出

した．表８は，それぞれの地震における各自治体の主な

対応内容を時系列にまとめたものである．注'）この表か

らもわかるように，災害対応では，職員の招集や災害対

策本部設置といった初動期だけでなく特に発災後７２時間

（３日）が生存救出の限界とされている時期に必要とさ

れる自衛隊の派遣依頼などの人命救助を目的とした「緊

急対策」，そして，避難所などの日常生活を守るための

「応急対策」へと移っていく．それから，忘れてはなら

ないのが災害救助法適用や罹災証明発行といった被害を

受けた人たちの人生を再建し，地域を再建する「再建対

策」である．このように災害対応には多種多様な対応が

含まれその時必ず意思決定が必要となる．

しかし，現状把握さえできれば，災害対応は可能である

という幻想をいだいてはならない．あくまでも現実把握

は効果的な災害対応の必要条件にすぎない．これらから

得られた情報によってどのような災害対応を行うのか決
定することが重要である．

（２）制約条件のデータペース化

災害対応に関する意思決定をしていくためには，被害
に関する情報だけでは不十分である．そのためには，更

に「何ができるのか，何をするべきか」というとるべき

行動に関する情報も必要になる．つまり，防災計画や防

災関連法制度である．たとえば，ナホトカ号の重油抽出

事件のとき，対応計画はできていたが実際の計画書の厚
さが３ｃｍもあった．現実問題として緊急を要する時にそ
の計画書を瞬時に読み，理解し，現実の対応へと応用で

きるだろうか．それを考慮するとやはり必要な事項へす

ぐにアクセスできるような情報のデータベース化が必要
になってくる．

（３）知恵・前例の利用

意思決定の質を決めるものに経験の豊富さがある．以
前に似たような場面で行った意思決定とその結果を参照

して，今回に臨めるからである．しかし災害は発生頻度
も低く，自治体の防災担当者も数年ごとに人事異動する
慣習があるため，わが国には実践経験の豊かな防災担当
者や専門家の数は少ない．

また，災害対応において初動期が大切なことは論を待
たないが，同時にそれは長い災害対応過程のごく一部に

過ぎないことを忘れてはいけない．情報空白期の後には，

長い情報洪水期が控えている．多様な情報源から集まる

膨大な断片情報，その大部分が質の悪い情報であるとい

４．災害対応に求められるもの

（１）現実把握システムの充実

阪神・淡路大震災を契機として多くの自治体で導入さ

れた「防災情報システム」により，災害発生の報を受け

て被害状況，対応状況，処置状況といった「何が起って

いる」を知るための現実把握システムが構築された．こ

のようなシステムが現在多くの自治体で導入されている．
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２ 
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う状況の中から，意思決定に役立つ情報だけを選別・評

価する必要がある．そのためには，専門的知識を持つ人

の労力と十分な処理時間が必要となる．しかし，現実に

は実戦経験や専門的な知識に乏しい担当者が「迅速にか

つ的確に」情報を処理していく必要がある．それを可能

にするには，これまで個々の災害対応者が試行錯誤で体

得してきた成功事例を系統的に収集し，その際のワーク

フローを解析し，防災に関わる専門的な知識や過去の経

験の体系化を行う必要がある．こうした試みは災害エス

ノグラフイ－の構築とよばれる．７)-12）こうした試みの成

果を反映する必要がある．

こういった背景を踏まえ，筆者らのグループは，阪

神・淡路大震災を事例として，過去に発生した災害時の

対応が時系列的に参照できるＤＰＳＳ（DisasterProcess

SimulationSyste､）の開発を行っている(図４)．本システ
ムは，1995年１月１７日から1996年１月１７日までの１年

間について，災害対応の経験をｌ)被害(死者数，行方不明
者数，負傷者数，家屋倒壊棟数，救出者数)，２)組織(国，

県，市町村)，３)対応(復興に関わる事業)といった項目に
分けて１日毎にまとめたものである．本システムを参照

することにより阪神・淡路大震災において，どの時期(タ

イミング)で，どのような対応が行われたかを知ることが
できる．

DisasterManagementと訳す．つまり防災とはManagement
の問題である．Managementは企業などの組織でも日常的
に使用されている．ＣＨケプラーとＢ､B・トリゴーはさま

ざまな問題を解決するための思考手順を基本的な４つの

思考パターンにまとめている(図５)．’6】これらを災害対応
時に発生する問題に適用してみる．

日付被害

一一・一 函 図５問題を解決するための４つの思考パターン》

ａ）状況分析

最初に行わなければならないことは，「現実に何が起

っているのか」「被害はどれくらい出ているのか」等の

状況分析である．先にも述べたように阪神・淡路大震災

の教訓から多くの自治体が状況分析を目的としたコンピ

ューターシステムを導入している．しかし，最も状況分

析において重要なことは，それらの得られた情報を正確

に理解することである．そのために次の４つのステップ

を踏まなければならない．

①問題を認識する

②管理可能な部分に分離する

③優先順位を決定する

④解決に向けて方向付ける

これらを行ったときに初めて状況分析が完了するのであ

る．これらの分析の後，次に示す具体的な対応が成立す

るのである．しかし，現在導入されている防災情報シス

テムや防災訓練では状況の分析がほとんどおこなわれて

いない．

生活再餓迩蜜

図４，PSSの画面例

（４）災害対応における意思決定

災害には，ｌ)まったく同じ災害は二度と起らない，Ｚ）
災害はいつも新しい顔を持つ，という特徴がある．従っ

て，災害のたびに発生する新しい状況にどれだけ柔軟に

対応できるかが要となる．’3)''4115)災害対応には意思決

定が必要になる．知事や市町村長といった首長の意思決

定もあれば，現場の指揮者の意思決定や，地元住民個々

の意思決定もありうる．担当者が適切な意思決定ができ

るように支援することが災害対応シミュレータには求め

られている．しかし，災害時に必要な意思決定とは具体

的にどのような内容なのか詳しく検討する必要がある．

特に災害対応時には，時々刻々変化する混乱した状況の

中で，その変化に速やかにしかも正しく対応できなけれ

ばならない．こういう環境下に置かれている防災担当者

にはさまざまな能力が要求される．中でも合理的な思考

力はとりわけ大切である．それは「現実」「制約」「知

恵」という３つの情報の収集とその情報を有効に活用す

る能力，つまり意思決定能力である．防災対策は英語で

ｂ）問題分析

状況分析によって問題が認識された場合，その問題に

ついて更に詳しく検討する必要がある．そのとき重要と

なる点は，

①問題を明確にする

②問題の対象・発生場所・日時・程度といった視点

から問題を説明する

③考えられる原因を想定する

④想定した原因についてテストする

⑤原因の裏づけをする

である．上記の内容について詳しく検討することにより

真の原因を突き止めることができるのである．

－４６－ 



ｃ）決定分析

時にはある問題に対して行動をおこすのかそれともお

こさないのかといった決定を行わなければならないとき

がある．分析の主なステップは，

①選択が行われねばならないという事実を認識する

②選択が成功するために必要な要因を検討する

③どのような処置によって要因が満たされるかを決

定する

④最終的に選んだ処置のリスクを検討する

である．

も関係機関相互や関係部局間相互の連絡調整が必要とな

る．しかし効果的な連絡調整はだれもが必要性を認める

ことであるが，実行が困難な課題である．また，関係者

間に認識の共有がなければ実効ある調整は不可能である．

調整の第一歩は関係各機関が各自の状況認識・意思決定
について情報発信することである．

現実の災害対応では，情報を収集することには熱心だ

が，自ら情報を発信することで関係部局間や住民と情報

の共有を行うことを忘れている機関や部局が多い．とく

に情報共有すべき対象が，防災関係者だけでなく，被災
地にいるすべての人々であるという認識は低い．インタ

ーネットの普及によって1情報発信の民主化がすすみ，災

害に関しても多くの個人や組織が情報源となり，さまざ

まな情報が発信されるようになった．こうした傾向は一

層進み，ある意味では情報洪水を助長する危険性すらあ

る．そのとき防災担当機関の責務として，信頼性の高い

情報を迅速・正確・個別具体的に，豊富に提供し続ける

ことは，効率的な災害対応を進めるための大前提となる．

災害に関わるすべての人を対象に，災害に関する統一見

解を，必要な頻度で定期的に提供する責務と権利を防災
関係機関は持つと自覚し，その仕組みの確立が必要であ
る．17）

。）潜在的問題分析

状況分析と決定分析は，現在置かれている現実的な課

題について問題を解決するための手法である．このよう

な現実の問題だけではなく，将来起るかもしれない不確

実な問題に対して事前に対策をおこない，もしくは軽減

をおこなう積極的な行動である．分析には，現在行われ

ている活動，計画において

①どんな不都合が起りうるのか

②それに対して今何ができるのか

を考えておく必要がある．この分析を行うことによって

将来起るかもしれない潜在的問題を明確にすることがで
きる．

麺面除６

ｅ）災害対応への適用

東海豪雨を例に考えてみる．「９月１１日１９時４５分の

段階で愛知県西部に大雨洪水警報が出され，１時間に名

古屋で９３mm，東海で114ｍｍの観測史上第１位の雨を観

測した．」という状況に対してどのような意思決定を行

わなければならないのか．この場合もっとも重要な意思

決定項目のひとつが，「避難勧告の発令」である．実際

の対応でも避難勧告の発令では，表７からもわかるよう

に市町村で発令に時期がまちまちであった．最終的に発

令をしなかったところもある．この場合のあるぺき姿
(should)とは，１)十分時間的な余裕を持って避難勧告を発

令する，ｚ)避難者が安全に避難できる，ことである．し

かし現実(1s)は，出水してから避難勧告を発令した例も少

なくない．このあるべき姿と現実との差異が問題となる．

早い時期に避難勧告を発令した自治体を分析した結果，

1)避難勧告の発令基準となる雨鐘や水位等の現状把握，

2)今後予想される雨赴等の参照，３)避難勧告の発令後に
発生する行動の事前対策，が短時間のうちに行われてい

たことがわかった．「避難勧告の発令」に関する，問題

分析のフローを図６に示す．まず，現状での雨麺情報や

河川の水位情報，そして３時間雨量予測等の情報を用い

て氾濫シミュレーションを行うことで被害の規模の推定

を行う。その結果，避難が必要とされる地域の状況を確

認した上で，１)避難所の開設，２)自治会長への連絡，３)避
難困難者対応，４)迂回路の設定(避難の被害が想定された
場合)，等の事前対策を行った後に避難勧告を発令する必

要がある．そして，広報車やマスコミを通して住民への

広報を行う．このような対応を行うことにより，安全な
避難が完了する．このようにしてあらゆる災害対応につ

いて行動内容と判断基準の明確化，その対応時間の短縮
を行うことが災害対応シミュレータの最も重要な目的の
1つである．
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図６問題分析のフロー

５．まとめ

これまで述ぺてきたように，災害対応とは緊急対策・
応急対策・再建対策といった様々な対応を範囲とする．
その中で，防災担当者は数々の意思決定を行う必要があ
る．これまでは，現実把握ができれば災害対応はできる

と考えられていた．しかし，求められている災害対応と
は「現実把握」だけでなく法制度といった「制約条件」
や専門家の意見や経験などの「知恵・前例」という情報
すぺてを有効に活用し，さらにそれらを合理的な判断力
によって「意思決定」することである．そして忘れては
ならないことは，その「情報を共有」することである．
以上の内容をまとめた災害対応シミュレータの概念を図
７に示す．これまでのシミュレーションシステムの多く
は物理的な現象の再現や疑似体験，また人的被害や建物
被害等の推定を目的としているの対して，本研究では避
難勧告の発令を例に，災害対応を行う自治体の防災担当
者に必要な概念の抽出を行い，あるぺき姿と現実との差

異の明確化(問題の明確化)によりその原因を明らかにし、

（５）質の高い情報発信

災害対応は単一の機関だけで完遂できない．どうして
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問題を解決するといった問題分析を行うことにより，意
思決定の支援を目的とする災害対応シミュレータの概念
設計を行った．今後は，一連の災害対応について必要な
概念の抽出を行いあらゆる災害に対応した災害対応シミ
ュレータの開発を行う予定である．
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